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本県の高い非正規雇用率を改善するため、若年者を正社員として雇用する企業に対し、助

成金を支給し、正社員としての就職機会を創出し、職場定着の推進を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

① 県内に雇用保険適用事業所設置届を提出している中小企業事業主であること。 

② 正社員数が新規採用日の 6 か月前の末日より増加していること。 

③ 過去６か月以内に事業主都合による離職者がいない事業所であること。 

④ 暴力団又は暴力団と関係する事業所でないこと。また、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律第２条第１項第４号、第５号、同条第４項に規定する接待飲食等営業、同条第５項に規定

する性風俗関連特殊営業、同条第 11 項に規定する特定遊興飲食店営業、同条第 13 項に規定する

接客業務受託営業を行う事務所でないこと。等 

 

 

 

 ・ 35 歳未満の者（卒後１年以内の者を除く）で過去６か月以内に正社員として雇用されていない

者を正社員として新規雇用し、定着に繋がる取組を新規雇用から３か月の間に実施した場合に、予

算の範囲内で助成金を支給する。 

   なお、４月１日から１１月１日（予定）の期間に雇用された正社員を対象とする。 

 

 

 

・正社員として新規雇用した１名につき 30 万円。（１事業者当たり３名まで） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正社員雇用拡大助成金事業 

助成内容 

助成対象事業者 

事業スキーム 

助 成 額 
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① 交付申請書 

※採用から１ヶ月以内 

② ※ 

② 交付決定通知 

④ 実績報告 

⑤ 確定通知 

⑥ 助成金請求書 

⑦ 助成金支払 

③定着に向けた 

取組（３ヶ月） 

一般社団法人 沖縄県中小企業診断士協会 (TEL:050-3628-9233)

 

 
障害者などの一般的に就職が困難な者を作業環境に適応させることを目的に職業訓練を

実施する場合に支給します。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 一般的に就職が困難で、公共職業安定所長が職場適応訓練の受講が適当と認め、受講を指示する者が

対象となります。（例：身体障害者、知的障害者、精神障害者等） 

 

 

 

 

次のいずれにも該当する事業主が対象となります。 

 

１．職場適応訓練を行うための設備があること。 

２．指導員として適当な従業員がいること。 

３．原則として、労災保険、雇用保険、健康保険、厚生年金等の社会保険に加入していること。 

４．労働基準法に規定する労働条件、及び労働安全衛生法その他の法律の定める安全衛生その他の作業

条件が整備されていること。 

５．職場適応訓練が終了した後、当該訓練を受けた者を雇用する(短時間労働者を除く)見込みがあるこ

と。 

 

 

 

 
 訓練期間中、事業主には、職場適応訓練費として訓練生１人につき月額２４，０００円(重度障害者

２５，０００円)を支給します。また、訓練生には訓練手当(月額１０６，０００円程度)を支給します。 

 

 
 

 

 

 

※制度の概要のお問い合わせは沖縄県雇用政策課へ、また具体的な求職、求人に関するお問い合わせは

管轄ハローワークへお願いします。 

訓練を受託できる事業主 

受給できる額 

訓練の対象者 

職 場 適 応 訓 練 費 

※ 訓練期間は６か月以内（重度障害者など、特に公共職業安定所長が必要と認めた場合は

１年以内）で決定されます 


